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予防通所介護相当サービス」重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所はお客様に対して予防通所介護相当サービスを提供します。事業所の概要

や提供されるサービスの内容、またご注意いただきたいことを次の通り説明致します。 

 

１．事業者 

法 人 名 社会福祉法人  若草会 

法 人 所 在 地 〒870-0868    大分市大字野田３０６番地の２ 

電 話 ・ Ｆ Ａ Ｘ 電話：097-549-0012    ＦＡＸ：097-549-5750 

代 表 者 氏 名 理事長  安 東 真 英 

設 立 年 月 昭和４９年２月１６日 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 の 種 類 
指定予防通所介護相当サービス事業所 

（令和６年４月１日指定  由布市 4470101264） 

事 業 所 の 目 的 

予防通所介護相当サービスは、介護保険法に従い、お客様が

その有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むこ

とができるよう支援することを目的とします。 

事 業 所 名 称 創生の里デイサービスセンター 

事業所の所在地 〒870-0868   大分市大字野田３０７番地の８ 

電 話 ・ Ｆ Ａ Ｘ 電話：097-549-3880    ＦＡＸ：097-585-5805 

事 業 所 長 氏 名 本 田 章 久 

当 事 業 所 の 

運 営 方 針 

お客様が可能な限りその居宅において、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう、また社会的孤立

感の解消、心身機能の維持ができるよう援助致します。 

開 設 年 月 日 平成４年５月１８日 

利 用 定 員 １日  ５５名 

 

 

 

 

 

当事業所は由布市介護予防・日常生活支援総合事業

第１号事業者（通所型）の指定を受けています。 

（由布市指定  第  4470101264   号） 
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３．事業実施地域及び営業時間 

通 常 の 事 業 の 

実 施 地 域 

大分市及び由布市挾間町、庄内町 

※上記以外はご相談させていただきます。 

営 業 日 及 び 

営 業 時 間 

営業日：月曜～土曜日（１月１日～３日を除く） 

営業時間：８時００分～１７時００分 

サービス提供時間：１０時００分～１５時００分 

※提供時間中の私的な外出等は原則認められません。 

送迎車両の利用

に つ い て 

迎：９時０５分～１０時００分 

送：１５時００分～１６時００分 

上記の時間以外の送迎については、別途相談に応じ協議の上対

応いたします。 

※ご自宅と当事業所間の送迎です。途中下車やご自宅以外の場

所への送迎は認められませんので、ご了承ください。 

 

４．職員の配置状況 

当事業所では、お客様に対して予防通所介護相当サービスを提供する職員とし

て、以下の職種の職員を配置しています。 

 

＜主な職員の配置状況＞ 

職      種 職員配置数 

１．管理者   １名 

２．生活相談員  １名以上 

３．生活相談員兼介護職員   １名以上 

４．介護職員     １０名以上 

５．機能訓練指導員   １名以上 

６．看護職員兼機能訓練指導員兼介護職員   ２名以上 

７．運転手  ３名以上 

８．事務員 １名以上 

※  職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

 

 

 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス 

以下のサービスは、利用料金の７割、８割、９割が介護保険から給付さ 

れます。お客様の負担割合については、「介護保険負担割合証」に記載されてい

る割合になります。 
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＜サービス利用料金＞ 

以下の料金表によって、お客様の要支援度に応じたサービス利用料金から介護保

険給付額を除いた金額（自己負担額）をお支払いください。なお、下記の金額は１

ヶ月あたりの利用金額になります。 

お客様の要支援度 事業対象者・要支援 1 事業対象者・要支援 2 

１．基本単価  １７，９８０円 ３６，２１０円 

２．科学的介護推進体制加算 ４００円 

３．サービス提供体制強化加算 

（Ⅰ）イ 
８８０円 １，７６０円 

４．送迎減算 －４７０円（片道につき） 

５．同一建物に対する減算 －３,７６０円 －７，５２０円 

６．介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位数×９．２％ 

７．上記１から６の合計のうち介護

保険から給付される金額 

介護保険負担割合証の「適用期間」、「利用者

負担の割合」に応じた給付金額となります。 

８．上記１から６のうちサービス利

用に係る自己負担額 

介護保険負担割合証の「適用期間」、「利用者

負担の割合」に応じた負担金額となります。 

 

○入浴、排泄、投薬等の介助を行いますが、お客様の意思により拒否や介護に抵抗が

ある場合、介助を強制することはできません。その場合、計画したサービスの提供

が出来ないことがあります。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額がお客様の負担となります。 

項    目 内          容 利用料金 

食 費 

 

・お客さまに提供する食事の材料にかかる

費用です。 

・当事業所では管理栄養士のたてる献立表

により、栄養並びにお客様の身体の状況及

び嗜好を考慮した食事を提供します。 

・お客様の自立支援のため食堂にて食事を

とっていただくことを原則としています。 

また、（食事提供時間 １２時より） 

・デイサービス内への食品の持ち込み及び

昼食・おやつの持ち帰りは禁止です。 

１食 630円 

複 写 物 の 交 付 

お客様は、サービスの提供についての記録

をいつでも閲覧できますが、複写物を必要

とする場合には、実費をご負担いただきま

す。 

1枚（白黒） 10円 

  （カラー）30円 
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日常生活上必要

と な る 諸 費 用 

 

 

日常生活品の購入等お客様の日常生活に

要する費用で、右に記載のものは、お客様

にご負担いただきます。 

紙パット      50円 

紙パンツ     120円 

ガーゼ        50円 

絆創膏        10円 

防水テープ   100円 

洗濯料（1回） 150円 

乾燥料（1回） 150円 

レクリエーショ

ン 等 材 料 費 

施設のレクリエーション、行事等で使用す

る材料費。 

写真代(8.9×11.7cm) 

1枚 30円 

※その他レクに関わ

る材料費は実費 

※ デイサービス内での金銭トラブル防止の為、高額な金銭の持ち込みやお客様間で     

の金銭の貸し借りは控えさせてもらいます。 

 

※ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更 

することがあります。その場合、事前に変更の内容と変更する事由について、 

変更を行う１ヶ月前までにご説明します。 

 

（３）利用料のお支払い方法 

利用料は、下記の方法でお支払い下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）キャンセル料について 

・利用予定日の当日の８時までにお客様もしくはご家族の方より、指定通所型サー

ビスの利用の中止又は変更の連絡がない場合は、キャンセル料として食費相当分

６３０円を頂きます。 

・サービス利用の変更の申し出に対して、事業所の稼働状況によりお客様の希望す

る日時にサービスの提供が出来なかった場合、他の利用可能日時をお客様に提示

して協議致します。 

 

 

 

 

 

１． 金融機関口座からの自動引き落し 

ご利用できる金融機関：お客様のお取引のある金融機関 

２． 下記指定口座への振り込み 

大分銀行 医科大学前支店  普通預金 ５０７５００９ 

社会福祉法人 若草会 

理事長  安 東 真 英 

２． 
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６．苦情の受付について 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

由布市長寿福祉課 

電話 ０９７－５８２－１１１１ 

大分県国民健康保険団体連合会 

電話 ０９７－５３４－８４７０ 

創生の里デイサービスセンター   

通所障害支援課長  本 田 章 久        

  電話 ０９７－５４９－３８８０ 

受付時間  毎週月曜日～土曜日 ８時００分～１７時００分 

（１月１日～３日を除く） 

 

７．緊急時における対応 

（１）予防通所介護相当サービスを実施中にお客様の病状等に急変、その他緊急事態

が生じたときは、速やかに看護師、主治医等に連絡するとともに、救急車を手

配致します。また、緊急時に備え、お客様の主治医の確認、既往歴他服薬中の

薬の内容確認、ご家族様の緊急連絡先を控えさせていただきます。 

 

（２）予防通所介護相当サービスを実施中に、天災その他の災害が発生した場合は、

管理者の指示のもと、緊急時マニュアルに基づきお客様の避難等の措置を講じ

ます。また、緊急時に備え、別途定める消防計画に基づき、定期的に避難訓練

を実施致します。 

 

 

８．事故発生時の対応 

（１）予防通所介護相当サービスを実施中に事故が発生した場合は、市町村、お客様

のご家族、お客様に係わる地域包括支援センターや居宅介護支援事業者等に連

絡を行うとともに、必要な措置をとります。 

 

（２）指定通所介護を実施中に賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やか

に行います。賠償すべき事故とは、当事業所の過失によって発生した事故であ

り、全ての事故に対し賠償を行うことは致しかねます。偶発的に起きた予測で

きない事故による傷病の治療費等は自己負担とさせていただきます。 

 

 

 

９．個人情報の取り扱いについて 

 (１) 事業所は、予防通所介護相当サービスを適切かつ円滑にお客様に提供す 

ることを目的として、個人情報を用います。 
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 (２) 事業所は、重要事項説明の同意をもって、以下に掲げる理由に限り、お客様 

及びお客様のご家族に関する個人情報を用いる場合があります。 

・認定調査及び予防通所介護相当サービス計画、また介護保険事業等の内容につ

いて関係する 

都道府県、市町村、その他委託を受けた機関が情報提供や報告を求めた場合。 

  ・主治医・医療機関等が通所介護予防計画の内容について情報提供を求めた場合。 

・その他の居宅介護支援事業者・居宅サービス事業者・ご家族等が、サービス担 

当者会議など、サービス提供上情報を用いる必要がある場合。 

   

(３) 事業所は、お客様に関する個人情報は適正に入手いたします。またお客様及 

びお客様のご家族個人情報が含まれる記録物については、管理者の責任のもと 

に管理し、また、処分の際にも第三者への漏洩を防止いたします。 

   

(４) お預かりした個人情報は、お客様のサービスの向上、及びサービスの提供に

関わる契約後のサービスの実施やサービス担当者会議等において使用させてい

ただき、他に流出したりすることのないよう適切・安全に取り扱います。 

また、情報の変更・訂正・削除が必要な場合は当事業所までご連絡ください。 

 

１０.人権擁護、高齢者虐待防止について 

（１）虐待を防止するための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、職員に周知徹底を図ります。 

（２）虐待の防止のための指針を整備し、定期的に実施する研修を通じて、職員の

人権意識の向上や知識、技術の習得に努めます。 

（３）職員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、利用者

や家族の権利擁護に取り組める環境整備に努めます。 

 

１１.ハラスメントについて 

 （１）暴言・暴力・ハラスメントに対し組織・地域での適切な対応を図ります。 

 （２）職員は、ハラスメントを防止するための研修を受講し、事業所内で共有を図

ります。 

 

１２.業務継続計画策定について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施するため、及び非常時の体制で早期業務再開を図るための計画を策定します。 

（２）当該業務継続計画に従い、必要な措置を講じます。 
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令和    年    月    日 

 

予防通所介護相当サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を

行いました。 

 

 

創生の里デイサービスセンター         

 

管理者職名    通所支援課長        氏  名     本 田  章 久    印 

  

説明者職名    生活相談員         氏  名     後 藤  夏 江   印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、予防通所介護相当サー

ビスの提供開始に同意しました。また、サービス担当者会議等において、個人情報を

用いることについて同意しました。 

 

 

 

お客様住所                                                     

 

氏  名                        印 

 

お客様代理人住所                                               

 

氏  名                        印 

 

 

 

 

 

 

 

 

この重要事項説明書は、お客様又はそのご家族への重要事項説明のために

作成したものです。 

平成２８年 ４月 １日作成     平成３１年 ４月 １日一部改正 

令和 元年 ５月 １日一部改正   令和 元年 ８月 １日一部改正 

令和 元年１０月 １日一部改正   令和 ２年 ４月 １日一部改正 

令和 ３年 ７月 １日一部改正   令和 ３年１２月 １日一部改正 

令和 ４年 ４月 １日一部改正   令和 ４年１０月 １日一部改正 

令和 ５年 ４月 １日一部改正   令和 ６年 ４月 １日一部改正 

令和 ６年 ６月 １日一部改正   令和 ６年１０月 １日一部改正 


